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乗用車保有台数の推移 (2000年～2022年)

3



→このグラフ
から

乗用車の保有台数は、少子高齢化が進む現在
において年々増加傾向にある。

21世紀に入ってからは、5100万台から6200
万台と約1000万台の増加が見られる。

自動車は日常生活において切っても切れない
存在であり、今後も増加していくことが見込
まれる。
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各県の乗用車の総保有台数（２０２１）

5



各県の乗用車の世帯当たりの普及台数(２０２１)
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これらのグラフ
と表の結果

都道府県別の車の総保有台数の上位は、都市
部が占めていることが分かった。
上位五都府県：愛知 東京 埼玉 神奈川

大阪

しかし、１世帯当たりの保有台数で見ると車
の所有台数は地方に集中している。
上位五県：福井 富山 山形 群馬 栃木
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・人口の多い都道府県では必然的に車の数が多く
なるが、世帯当たりになると大幅に順位を落として
いることがわかる。

・逆に北陸などの地方は車の世帯当たり保有台数が
上位を占め、車社会であることがわかる。高齢者の
増加や物価の違いが原因として考えることができる
。
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研究テーマ

なぜ、地方によって世帯あたりの
保有台数が異なるのか。
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先行研究Ⅰ

芦沢哲蔵（1987）
地方における自動車保有水準変化の都市間格差の要因

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscej1984/1987/377/1987_377_31/_pdf/-char/ja

・1976年と1977年の2時点の保有水準の変化を重回帰分析しており、データが古い。就
業率及び世帯規模の変化量が有意な関係を持っている。

・使用変数は人口数、人口密度、人口分散や道路延長距離、就業率、世帯規模、所得水
準、積雪期間と様々であった。
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先行研究Ⅱ

小川圭一(2002)
地方都市及びその郊外地域における自動車保有行動に関す
る分析

http://library.jsce.or.jp/jsce/open/00039/200311_no28/pdf/268.pdf

・滋賀県の草津市と甲西市を取り上げ、地方都市における保有要因を分析している。
・アンケートによって調査をし、それを基に自動車保有行動モデルを構築している。
・結論は、自動車保有には地域特性が要因としてあった。具体的には世帯構成や駅への
アクセス性、職業や住居形式が挙げられている。 13



先行研究Ⅲ

原琴瑛（2012）
都道府県別の自動車保有台数に関する統計的分析

http://www.st.nanzan-u.ac.jp/info/gr-thesis/2012/09se036.pdf

・計35の変数を用いて重回帰分析をしている。特徴的な変数として、各自動
車メーカーの販売店数や信号機数があった。
・自動車保有要因として収入が最も影響を与えていると結論付けている。ま
た、ウォード法によるクラスター分析やマップグラフを用いており、分かり
やすい分析を行っている。 14



分析対象
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分析方法
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＜重回帰分析とは＞
被説明変数に影響を与えうる複数の要因を説明変数として用いる分
析手法
＜項目説明＞
補正R²：1に近いほど回帰分析の当てはまりが良いといえる
t値：絶対値で2に近い値(1.9や1.6)より大きければ「統計的に有意
である」と判断できる
p値：十分小さい場合統計的に有意である。0.01未満、0.05未満、
0.1未満など十分小さいとき、1％水準で統計的に有意である、5％水
準で統計的に有意である、10％水準で統計的に有意であるという
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独自性

＜先行研究＞
・2012年を最新のデータとして分析が行われている。
・分析対象（被説明変数）が全都道府県であるか、かなり限定的である。

＜今回の研究＞
・2017年を最新のデータとして用い、分析を行う。
・分析対象（被説明変数）を政令指定都市を持たない東京都以外の県とし、地
方に焦点を当てる。
・先行研究にない説明変数として非正規雇用率、共働き世帯率、合計特殊出生
率、婚姻率がある。
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独自性のつづき

なぜ地方に焦点を当てたのか

・都市部より地方の方が、生活における乗用車の重要性が高いため。

・地方における乗用車の所有要因が分かれば、生活に自動車が必要不可

欠である地域にどのようなサポートが有効かが分かるため。
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重回帰分析
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仮説 結果(地方) 結果(都市) 結果(全国)

非正規雇用率 負(－)

共働き世帯率 正(＋) 正(＋) 正(＋) 正(＋)

高齢化率 正(＋) 負(－) 負(－)

降水量 正(＋) 負(－) 負(－)

最低賃金 正(＋) 正(＋)

合計特殊出生率 正(＋)

婚姻率 正(＋) 負(－)

仮説と結果の比較
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結果

共働き世帯率と最低賃金は、高くなるにつ
れて1世帯当たりの乗用車の所有台数は多
くなるという仮説通りの結果になった

しかし、高齢化率は高いほど1世帯当たり
の乗用車の所有台数は少なくなるという仮
説とは逆の結果となった
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地方と都市で違いが生まれた理由
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最低賃金

上位の都道府県
東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、愛知県

最も低い都道府県
高知県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、沖縄県

地方では都市部と比べ、出かける際に電車のような交通機関より車のほうが安い場合が多いためでは
ないか。また、都市部では最低賃金に関わらず車以外を選択しやすい環境だからではないか。
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高齢化率

高齢化率が高い上位の都道府県
秋田県、高知県、島根県、山口県、徳島県、山形県、和歌山県、愛媛県、岩手県

高齢化率が低い下位の都道府県
沖縄県、東京都、愛知県、神奈川県、滋賀県、埼玉県、福岡県、千葉県、大阪府

高齢化率が高い都道府県は地方が多く、高齢化率が低い都道府県は都市が多かった。都市で最
も高齢化率が高い新潟県が全体で13番目で、他の都市はさらに下に順位づけている。このよう

に高齢化率は地方と都市で偏りがあるため、違いが生まれるのではないか。
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降水量

降水量が多い上位の都道府県
鹿児島県、福井県、富山県、宮崎県、石川県、東京都、新潟県

降水量が少ない下位の都道府県
北海道、茨城県、群馬県、宮城県、長野県、大阪府、奈良県

伊豆諸島や小笠原諸島が東京都の降水量を引き上げていること、北海道には梅雨がなく台
風も少ないため降水量が少なくなっていることが都市で有意になった要因ではないか。
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まとめ
・地方と都市を比較してみると共通して共働き世
帯率が有意になったことから、車の所有要因には
少なくとも収入が関係していると考えられる

・また、地方では最低賃金も有意になったことか
らも乗用車の所有要因には収入が関係し、そのな
かでも地方においては共働き世帯率と最低賃金が
関係していると考えられる
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今後の課題・あり方
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共働き世帯率、最低賃金
↳収入が増えると乗用車の所有も増える

片親だけ働く世帯や最低賃金が低い所では乗用車を
持つインセンティブが弱まるか

であれば、バスを中心とした交通網やカーシェアやカーリー
スなどの充実が今後の課題として考えられる
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高齢化率
↳高ければ高いほど乗用車を所有しなくなる

買い物弱者と呼ばれる田舎の高齢者今後増えていくと予想
される。

街まで買い物に行ける交通手段や、スーパーなどに行かなくても食
品などを買える宅配サービスの充実化が今後求められる
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